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○瀬戸内町Uターン者資格取得費助成事業補助金交付要綱

令和３年４月１日

告示第24号

改正 令和４年２月８日告示第４号

（趣旨）

第１条 この要綱は，本町へのUターンを促進し，進行する人口減少の抑制と活力ある地域

社会の実現に資すること，並びに，新型コロナウイルス感染症等の影響で解雇や雇止め，

内定取り消し等の就労機会を失った本町出身者の就業支援を目的とした瀬戸内町Uター

ン者資格取得費補助金（以下，「補助金」という。）について必要な事項を定めるものと

する。

（定義）

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによ

る。

(1) Uターン 本町で中学校を卒業し，進学，就職などのために町外において居住して

いた本町出身者が，定住の意思を持って再び転入することをいう。

(2) 町税等 瀬戸内町又は前住所地において賦課された町・県民税，固定資産税，都市

計画税，軽自動車税，国民健康保険税をいう。

（補助対象者）

第３条 補助の対象となる者は，次に掲げる要件を全て備えていなければならない。

(1) Uターンにより転入した30歳以上の者。

(2) 10年以上本町に住所を定める事を確約した者。

(3) 町税等を滞納していないこと。

(4) 各地区の自治会に属し，各種地域活動等に対し，積極的に参加し，地域活性化に寄

与することができる者。

(5) 瀬戸内町暴力団排除条例（平成25年条例第３号）第２条第２号に規定する暴力団員

等でないこと。

(6) 過去にこの要綱に基づく補助を受けた者でないこと。
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（補助要件及び補助対象経費）

第４条 補助の対象となる資格は，別表に定めるとおりとする。

２ 補助対象経費は次に掲げる経費とするただし，転入前１年以内，転入後２年以内の経費

に限るものとする。

(1) 資格取得等の受験料

(2) 資格取得に係る講習受講料

(3) 資格取得に係る登録料

(4) 資格取得に係る旅費（航空機，船舶等を使って移動を伴うものに限る）

（補助金の額）

第５条 町は，予算の範囲内において補助金を交付するものとし，補助金の額は，前条の補

助対象経費の３分の２以内の額とし100千円を上限とする。

２ 前項の補助金の額に１千円未満の端数があるときは，当該端数を切り捨てるものとし，

資格取得経費が10千円未満であるときは，補助対象外とする。

（補助金の交付申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下，「申請者」という。）は，補助金交付申

請書（第１号様式）に，次に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。

(1) 住民票の写し

(2) 就業証明書及び開業証明書

(3) 資格等を取得したことが証明できる書類の写し

(4) 資格取得に要した費用の領収書等

(5) 町税等納税証明書

(6) 定住に関する確約書

２ 町長は，前項に規定する添付書類のほか，必要な書類を提出させることができる。

（補助金の交付決定等）

第７条 町長は，前条に規定する申請書その他必要書類を受理した場合は，速やかにその内

容を審査の上，補助金の交付の可否を決定し，補助金交付決定（却下）通知書（第２号様

式）により，申請者に通知するものとする。
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（補助金の請求）

第８条 前条の規定による補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は，

補助金の交付を受けようとするときは，補助金交付請求書（第３号様式。以下，「請求書」

という。）を提出しなければならない。

（補助金の交付）

第９条 町長は，請求書を受理したときは，交付決定者に対し，補助金を交付するものとす

る。

（交付決定の取消し等）

第10条 町長は，交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは，補助金の

交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

(1) 補助金の交付の条件に違反したとき。

(2) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。

(3) 補助金の公布の日から起算して10年未満に本町から転出するとき。

(4) 前３号に掲げるもののほか町長が必要と認めたとき。

２ 町長は，前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは，補助金交付決定取消

通知書（第４号様式）により交付決定者に通知するものとする。

３ 町長は，補助金の交付の決定を取り消した場合において，既に補助金が交付されている

ときは，補助金全部（一部）返還請求書（第５号様式）により，交付決定者に対し期限を

定めてその返還を命ずるものとする。

４ 第１項の規定により補助金の返還を命じる金額は，同項第１号又は第２号に該当する場

合は全額を，第３号に該当する場合は交付決定後の年数に応じ，次のとおりとする。

(1) ２年未満のときは，補助金の全額とする。

(2) ２年以上４年未満のときは，補助金の５分の４の額とする。

(3) ４年以上６年未満のときは，補助金の５分の３の額とする。

(4) ６年以上８年未満のときは，補助金の５分の２の額とする。

(5) ８年以上10年未満のときは，補助金の５分の１の額とする。
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（その他）

第11条 この要綱に定めるもののほか，補助金の交付に関し必要な事項は，町長が別に定

める。

附 則

この要綱は，公布の日から施行する。

附 則（令和４年２月８日告示第４号）

この要綱は，令和４年４月１日から施行する。


